
第6部　市民の経済

6－8　物　　　　価


統計表の編成と基礎資料

価格は、個々の商品･サービスごとにつけられ、それぞれに別々の動きをする。したがって個々の商品･サー

ビスの価格をみただけでは、物価水準の推移はわからない。そこで個々の商品の価格を総合して、平均的な水準

をとらえようとしたものが物価指数である。また、一般に商品はメーカー～卸売業者～小売業者～消費者といった経路で流通しており、流通の各段階ごとに価格がつけられる。このうち、卸売段階と小売段階で価格あるいは物価をとらえるのが一般的である。
この分野の統計表は、指数の統計表と価格の統計表で編成されているが、基礎資料は、『名古屋市統計書』及び『名古屋市統計年鑑』などの他、『卸売物価統計表』(商工省)、『名古屋市内卸売物指数報告書』(名古屋商工会議所)、『消費者物価指数年報』及び『小売物価統計調査年報』(総務庁統計局)である。
各指数と調査について

1　　卸売物価指数　名古屋市内の卸物価指数は、名古屋市内の卸売事業所が企業向けに販売する物品の価格動向を総合的に示す指標で、名古屋市作成のもの(昭和45年3月まで)と名古屋商工会議所作成ものとがあり、毎月公表されている。なお、全国の卸物価指数は、日本銀行調査統計局が毎月作成公表している。
2　　消費者物価指数　名古屋市内の消費者物価指数は、総務庁統計局により毎月作成、公表されている。消費者世帯(農林漁家世帯及び単身者世帯を除く世帯)が購入する各種の商品とサービスの価格を総合した物価の変動を時系列に測定しようとするもの、つまり消費者世帯の消費構造(ウエイト)を一定のものに固定し、その消費に要する費用が物価の変動によってどう変化するかを示したものである。
指数は5年ごとに改定されており、統計表には昭和45年基準と60年基準のものを掲載した。ウエイトは、家計調査の全世帯1か月1世帯あたり品目別支出金額(名古屋市分、基準年平均)により算出される。指数の分類体系は、作成以来5大分類であったが、56年1月からウエイトの資料となる家計調査の収支項目分類が改定されたのに伴い、55年基準より10大分類に改められた。品目は家計支出上重要度の高いものを中心に45年基準で428品目、60年基準で540品目が選定されている。価格は小売物価統計調査によっており、品目の銘柄が変更された場合には、新旧両銘柄の品質、重量、容量などの変化に応じ適切な接続計算が行われる。なお、60年基準では、45年基準以来、参考として作成されてきた｢持家の帰属家賃を含む総合指数｣を総合指数とした。
3　　明治の重要物品相場　原資料の『名古屋市統計書』などからは、どのような調査による結果であるかが不明であり、流通のどの段階での価格なのかも明らかでないが、明治中期の価格を知る基礎資料なので掲載した。
4　　戦前の品目別卸売価格　｢商工省調べ卸売物価指数｣作成のための卸売価格調査の名古屋市分である。明治27年、28年の日清戦争を契機とした物価上昇は当時の社会問題となり、物価の実勢を知るための指数作成に関心が高まり、価格調査がいくつか行われた。そのうちの一つがこれであり、明治32年6月から実施された。調査価格は、当初65品目、その後150品目を名古屋商工会議所において最も信用のおける卸売商人を対象に、当初は月数回、その後は毎日調査して平均したものである。
5　　戦後の品目別小売価格　「小売物価統計調査｣(総務庁統計局所管、指定統計第35号)の名古屋市分である。
消費生活上重要な商品の小売価格、サービス料金及び家賃を調査し、消費者物価指数、その他物価に関する資料を作成するため、昭和25年6月から毎月、総務庁統計局が実施している。調査品目は、62年調査では453品目(698銘柄)である。価格は、調査店舗などで実際に現金販売している平常の価格で、短期間の割引価格、水害、火災などに起因する一時的な異常価格などは調査対象から除外されている。
価格に関する単位の換算

原資料による表章単位は時代によりまちまちであるため、単位の換算を行って数字の接続を図った箇所がある

(換算結果は、小数点以下第3位を四捨五入している)
